
独立行政法人国際農林水産業研究センターの役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２０年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

理事長

理事

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２０年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

15,291 10,116 4,366 809 （地域手当）
千円 千円 千円 千円

11,237 7,713 2,870
617
37
（地域手当）
（通勤手当）

3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

10,907 7,104 3,065
568
170
（地域手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

287 287 0 0

注１：「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に
　　　支給されているものである。
注２：「前職」欄の記号は、役員の前職の種類別に、「＊」は退職公務員、「◇」は役員出向者、
　　　「※」は独立行政法人等の退職者、「＊※」は退職公務員でその後独立行政法人等の退職
　　　者であり、該当がない場合は空欄。

前職
その他（内容）

理事長

理事

　中期目標に定められた業務について、中期計画に沿った年度計画が順調に達成され、独立行
政法人評価委員会による平成１９年度の総合評価がＡであったこと等を踏まえ、役員報酬の増減
は行わなかった。

平成２０年４月より地域手当の支給割合を２％引き上げた。（６％→８％）

平成２０年４月より地域手当の支給割合を２％引き上げた。（６％→８％）

平成２０年４月より地域手当の支給割合を２％引き上げた。（６％→８％）

基準の改定は行わなかった。

役名
就任・退任の状況

監事

監事
（非常勤）

1



３　役員の退職手当の支給状況（平成２０年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

注１：業績勘案率は、農林水産省独立行政法人評価委員会が０．０から２．０の範囲内で業績に
      応じて決定している。
注２：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定
　　　に至った事由を記入している。
注３：  「前職」欄の記号は、退職者の役員時の前職の種類別に、「＊」は退職公務員、「◇」は役
　　　員出向者、「※」は独立行政法人等の退職者、「＊※」は退職公務員でその後独立行政法
　　　人等の退職者であり、該当がない場合は空欄。

理事 該当者なし

監事 該当者なし

法人での在職期間 摘　　要

理事長 該当者なし
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２０年度における給与制度の主な改正点

賞与：勤勉手当
（査定分）

　職員の勤務成績に応じ、１５０／１００（特定幹部職員にあっては、１
９０／１００）を超えない範囲内において成績率を決定し、俸給等の月
額にこれを乗ずること等により勤勉手当を支給する。

（１）地域手当の支給割合を1.5％引き上げ。(つくば市：6.5％→8％)
（２）広域異動手当の支給割合を引き上げ。
   （異動前後の事務所間の距離区分60km以上300km未満2％→3％、300km以上4％
　　 →6％）

　職員の勤務成績等に応じて、昇給や勤勉手当の成績率の決定を行っている。

給与種目 制度の内容

俸給：昇給

　勤務成績が適切に反映されるよう職員を初任層と中間層及び管理
職層に区分し、さらにそれぞれの職員層ごとに、５段階（Ａ～Ｅ）の昇
給区分に応じた昇給号俸数を設定し、毎年１月１日に前年１年間の
勤務成績を判定し昇給させる。
　さらに、研究職員俸給表の適用職員にあっては、顕著な研究業績
を挙げたと認められる場合等には、特別な昇給を実施することができ
る。

① 人件費管理の基本方針
　中期計画における職員の人事に関する計画に基づき、人員の適正な配置及び合理
化を行い、中期計画の人件費の見積りの範囲内で人件費の管理を行っている。

　独立行政法人通則法第６３条第３項に基づき、一般職の職員の給与に関する法律の
適用を受ける国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与、業務の実績及び中期計
画の人件費の見積りその他の事情を考慮し決定を行っている。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

148 46.3 8,660 6,382 80 2,278
人 歳 千円 千円 千円 千円

58 44.3 7,567 5,540 140 2,027
人 歳 千円 千円 千円 千円

81 47.9 9,740 7,197 41 2,543
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

9 44.5 5,987 4,487 52 1,500

注２：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

5 33.9 6,153 4,790 102 1,363
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

5 33.9 6,153 4,790 102 1,363
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円教育職種
（高等専門学校教員）

事務・技術

研究職種

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（高等専門学校教員）

再任用職員

在外職員

任期付職員

事務・技術

研究職種

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（高等専門学校教員）

技術専門職員

注１：「技術専門職員」とは、試験ほ場管理、実験動物管理、その他庁務及びこれらに準ずる専門的業務に
従事する職員を示す。

常勤職員

事務・技術

研究職種

医療職種
（病院医師）

区分 人員 平均年齢
平成２０年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与
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人 歳 千円 千円 千円 千円

9 45.3 5,528 5,528 53 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

9 45.3 5,528 5,528 53 0
注：「委託費等雇用職員」とは、委託費等から給与を支給している非常勤職員を示す。

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（高等専門学校教員）

委託費等雇用職員

非常勤職員

事務・技術

研究職種
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②

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

8 54.5 9,994 10,441 10,720

11 50.2 8,462 8,978 9,622

1 － － － －

4 47.0 － 7,932 －

33 39.8 5,732 6,175 6,713

1 － － － －

年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
以下、⑤まで同じ。〕

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
注２：年齢２８－３１歳及び３２－３５歳の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそ
れのあることから、平均給与額については表示していない。

注３：年齢２８－３１歳、３２－３５歳、４８－５１歳及び５６－５９歳の該当者はそれぞれ４人以下のため、第１・第
３四分位については表示していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均

部     長

本部係員

本部課長

課長補佐

係　　長

地方課長

注：地方課長及び本部係員の該当者はそれぞれ１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
のあることから、平均年齢以降の事項については記載していない。また、課長補佐の該当者は４人以下のた
め、第１・第３四分位については表示していない。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年齢別年間給与額の分布（事務・技術職員）
（人）（千円）
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（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

7 57.4 12,721 12,936 13,129

17 49.2 9,508 10,083 10,758

6 50.2 8,952 9,953 11,095

50 46.1 7,811 9,163 9,868

1 － － － －
注：研究員の該当者は１名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢以
降の事項については記載していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均

研究部長

地方研究課長

研　究　員

注：年齢３２－３５歳の該当者は４人以下のため、第１・第３四分位については表示していない。

本部研究課長

主任研究員

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

0

5

10

15

20

25

30

人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年齢別年間給与額の分布（研究職員）
（人）（千円）
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③

（事務・技術職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 課長補佐・
同相当職

な職位
人 人 人 人 人 人 人

58 0 1 18 16 9 5
（割合） (     %) (1.7%) (31.0%) (27.6%) (15.5%) (8.6%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

41～31 46～37 58～43 55～49

千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,732～
3,176

6,329～
3,710

6,698～
5,179

7,621～
6,832

千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,444～
4,319

8,318～
5,190

8,943～
7,092

10,296～
9,336

７級 ８級 ９級 １０級

人 人 人 人

6 3 0 0
(10.3%) (5.2%) (     %) (     %)

歳 歳 歳 歳

57～52 59～52

千円 千円 千円 千円

7,559～
6,921

8,221～
7,680

千円 千円 千円 千円

10,286～
9,589

11,510～
10,720

（研究職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 研究補助員 研究員

な職位
人 人 人 人 人 人 人

81 0 1 19 32 29 0
（割合） (     %) (1.2%) (23.5%) (39.5%) (35.8%) (     %)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

47～35 56～42 59～48

千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,457～
5,162

7,541～
6,160

10,503～
7,267

千円 千円 千円 千円 千円 千円

8,620～
6,987

9,952～
8,176

14,036～
9,633

年間給与
額(最高～
最低)

注：２級の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最
高～最低）」以下の事項については記載していない。

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

注：２級の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最
高～最低）」以下の事項について記載していない。

研究課長・主任研究員
・同相当職

研究部長・同相当職

部長・同相当職

年間給与
額(最高～
最低)

人員

係員 係長・同相当職
課長・同相当職

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

 職級別在職状況等（平成２１年４月１日現在）（事務・技術職員／研究職員）
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④

（事務・技術職員）
夏季（６月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

－ － －

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

－ － －

％ ％ ％

         最高～最低 － － －

％ ％ ％

65.4 67.6 66.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

34.6 32.4 33.4

％ ％ ％

         最高～最低 41.2～31.4 38.9～28.6 36.7～29.9

（研究職員）
夏季（６月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

58.0 59.9 59.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.0 40.1 41.0

％ ％ ％

         最高～最低 43.9～32.8 45.9～38.2 44.5～36.1

％ ％ ％

64.9 68.1 66.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

35.1 31.9 33.4

％ ％ ％

         最高～最低 41.2～31.8 38.9～29.0 37.1～30.8

⑤

（事務・技術職員）

106.7

99.4

（研究職員）

100.8

100.5
対他法人（研究職員）

注：当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、
すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００とし
て、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究
職員)

対国家公務員（行政職（一））

対他法人（事務・技術職員）

対国家公務員（研究職）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

区分

一律支給分（期末相当）

注：事務・技術職員における管理職員の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
のあることから記載していない。

賞与（平成２０年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　１０６．６

参考 学歴勘案　　　　　　１０４．４

地域・学歴勘案 　　１０５．４

○研究職員

地域勘案　　　　　　 １０５．０

参考 学歴勘案　　　　　　 １００．２

地域・学歴勘案　　　１０３．３

指数の状況

対国家公務員　　１００．８

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

　当法人の職員給与規程は、国家公務員の職員給与を規定している「一般
職の職員の給与に関する法律」等に準拠して規定しており、給与水準は国
家公務員と同水準である。
　なお、指数が国家公務員以上となった要因は、参考指数のうち地域勘案の
指数が最も高いことから推察すると、指数算出の基礎となっている研究職員８
１人のうち６９人の勤務地が、茨城県つくば市（地域手当：３級地）であり、同
市に勤務する研究職員には、地域手当のほかに、国に準拠して研究員調整
手当が支給されたこと、また、その他１２人の勤務地は沖縄県石垣市（地域手
当非支給地）であり、同市に勤務する職員には、国に準拠して特地勤務手当
（国における３級地相当）及び特地勤務手当に準ずる手当が支給されている
ことによるものではないかと推察される。さらに、博士学位の取得率が高く、同
年齢であっても俸給格付けの高い者の割合が高いこともその要因と推察され
る。

講ずる措置

　旧緑資源機構からの承継職員に対し、国の一般職給与法に準拠した給与
水準への引き下げを着実に実施し、平成２２年度には給与水準是正のため
の目標水準として年齢勘案、年齢・地域・学歴勘案等を勘案した対国家公務
員指数が概ね１００に近づくよう努める。

項目 内容

その他

1．支出総額に占める給与、報酬等支出総額の割合 ３６．８％
   （支出総額4,528,210,310円　 給与、報酬等支出総額1,666,557,606円）
2．管理職の割合
　　1.7％（平成２１年４月１日現在の管理職の割合）
3．大卒以上の高学歴者の割合
　　62.1％ （平成２１年４月１日現在の高学歴者の割合）
4．平成２２年度に見込まれる対国家公務員指数
　　年齢勘案１０５程度、年齢・地域・学歴勘案１０４程度

指数の状況

対国家公務員　　１０６．７

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　９８．２％
　（国からの財政支出額　３，８３６百万円、支出予算の総額　３，９０５百万円：
平成20年度予算）

【検証結果】
　旧緑資源機構職員からの承継職員が主な要因であり、現時点においては
対国家公務員指数が高くなっているが、承継職員の給与水準を段階的に引
き下げることにより改善を図っている。

【累積欠損額について】
　累積欠損額：なし（平成２０年度決算）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

　当法人の職員給与規程は、国家公務員の職員給与を規定している「一般
職の職員の給与に関する法律」等に準拠して規定しており、給与水準は国
家公務員と同水準である。
　当法人は平成２０年４月に平成１９年度の対国家公務員指数が１１４．１で
あった旧緑資源機構の海外農業開発事業を承継した。
　承継職員は当法人の職員給与規程等の基準を適用したが、海外農業開発
事業はその専門性等から承継職員は全員が大学卒・大学院卒と高学歴であ
り、海外で農業開発に関連した調査を行う者で高度な専門性と知識・能力が
要求されることから俸給の特別調整額受給者が３２名中１６名と高い（５０％）こ
と、承継職員の単身赴任手当受給者が３２名中８名と受給比率が高い（２
５％）こと、事務・技術職員に占める承継職員の割合が高い（５８人中３２名、５
５．２％）ことから、承継職員の段階的な給与水準引き下げ過程にも関わらず
高い指数になった主な要因と推察される。
　また、事務・技術職員全員が地域手当支給地（茨城県つくば市：３級地）ま
たは特地勤務手当支給地（沖縄県石垣市：国における３級地相当）に勤務し
ていることも高い指数となった一因と推察される。

項目 内容
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　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　９８．２％
（国からの財政支出額　３，８３６百万円、支出予算の総額　３，９０５百万円：
平成20年度予算）

【検証結果】
　当法人は、国からの財政支出である運営費交付金、施設整備費補助金、
受託収入等で運営されており、総額に占める国からの財政支出割合が高く
なっている。
　当法人の職員給与規程は、国家公務員の職員給与を規定している「一般
職の職員の給与に関する法律」等に準拠して規定しており、給与水準は国
家公務員と同水準であり、適切性を確保している。

【累積欠損額について】
　累積欠損額：なし（平成２０年度決算）

講ずる措置

　中期計画における職員の人事に関する計画に基づき、人員の適正な配置
及び合理化を行い、中期計画の人件費の見積りの範囲内で人件費の管理を
行うとともに独立行政法人通則法第６３条第３項に基づき、一般職の職員の
給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与、民間企業の従業員
の給与、業務の実績及び中期計画の人件費の見積りその他の事情を考慮し
給与水準の決定を行うことにより、引き続き適切な給与水準の維持に努める。

その他

1．支出総額に占める給与、報酬等支出総額の割合 ３６．８％
   （支出総額4,528,210,310円　 給与、報酬等支出総額1,666,557,606円）
2．管理職の割合
　　8.6％（平成２１年４月１日現在の管理職の割合）
3．大卒以上の高学歴者の割合
　　98.8％ （平成２１年４月１日現在の高学歴者の割合）
4．平成２２年度に見込まれる対国家公務員指数
　　年齢勘案１００程度、年齢・地域・学歴勘案１００程度
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成20年度）

前年度
（平成19年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｄ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

基準年度
（平成17年
度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

1,376,381 1,298,807 1,290,761 1,327,469

△ 5.6 △ 6.2 △ 3.6

△ 5.6 △ 6.9 △ 4.3

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし。

注：中期目標期間開始時（平成１８年度）からの増△減相当額及び前年度（平成１９年度）相当額について
　　 は、承継前の当法人と旧緑資源機構の支出額（独立行政法人森林総合研究所に承継された事業に
　　 相当する支出額を除く。）を集計した。なお、平成２０年度の非常勤役職員等給与304,120千円は、平
　　 成２０年度財務諸表附属明細書「役員及び職員の給与の明細」におけるその他役員及びその他職員
　　 役職員に対する支給合計額304,121千円とは端数処理方法の違いにより金額が一致しない。

(3.6) 17,343 (7.6)

最広義人件費
2,324,399 2,329,843 △ 5,444 (△0.2) 27,501

人件費削減率（補正値）
（％）

　注１：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による
　　　　人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率である。（行政職
　　　　（一）職員の年間平均給与の増減率は、平成１８年０％、平成１９年0.7％、平成２０年0％）
　注２ ：以下の理由により、Ⅲ表（総人件費について）の当年度（平成２０年度）及び前年度（平成１９年
　　　　 度）の「給与、報酬等支給総額（Ａ）」と削減対象人件費の金額　（③）は異なる。
　　　　・運営費交付金により雇用される任期付研究員のうち、国策上重要な研究課題（第三期科学技
　　　　　術基本計画（平成１８年３月２８日閣議決定）において指定されている戦略重点科学技術をい
　　　　　う。）に従事する者及び若手研究者（平成１７年度末において３７歳以下の研究者をいう。）が
　　　　　削減対象人件費の範囲から除かれるため
　　　　・「廃止等を行う独立行政法人の職員の受入に協力する独立行政法人等に係る人件費一律削
　　　　　減措置の取扱い（平成２０年６月９日付け　行政改革推進本部事務局他から各府省担当官あ
　　　　　て通知文書）に基づき、人件費の５％以上の削減を達成した旧緑資源機構の職員を当法人が
　　　　　承継したことにより、当該承継職員に係る人件費は当法人の人件費削減措置の対象外となる
　　　　　ため
　注３： 運営費交付金により雇用される任期付研究者のうち、国策上重要な研究課題（第三期科学技
　　　　　術基本計画（平成１８年３月２８日閣議決定）において指定されている戦略重点科学技術をい
　　　　　う。）に従事する者及び若手研究者（平成１７年度末において３７歳以下の研究者をいう。）を
　　　　　削減対象人件費の範囲から除くこととしたことに伴い、基準年度、平成１８年度及び平成１９年
　　　　　度「給与、報酬等総額」が変更となった。変更前は基準年度は1,420,736千円、平成１８年度
　　　　　は1,359,906千円、平成１９年度は1,346,377千円である。

・給与、報酬等支給総額については、対前年度比△0.7％であるが、要因としては旧緑資源機構
からの承継職員に対し、国の一般職給与法に準拠し規定している当法人の給与規程の基準を適
用したことによるものである。
　退職手当支給額が大幅に減少（対前年度比△27.4％）したものの、旧緑資源機構から承継した
海外農業開発事業に新たに対応するため、非常勤役職員等給与が増加（対前年度比＋14.6％）
したこと及び承継に伴う雇い入れ時健康診断費用等の福利厚生費が増加（対前年度比＋3.6％）
したことによる要因のため、最広義人件費は対前年度比△0.2％の微減にとどまった。
・「行政改革の重要方針」（17.12.24閣議決定）による人件費削減の取組の状況
①主務大臣が中期目標において示した人件費削減の取組
　人件費については、行政改革の重要方針（17.12.24閣議決定）を踏まえ、平成18年度からの５
年度間において、５％以上の削減（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）を
除く。また、人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）の取組を行うとともに、国家公務員の
給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを進める。
②中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針
　人件費については、行政改革の重要方針（17.12.24閣議決定）を踏まえ、平成18年度からの５
年度間において、５％以上の削減（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）を
除く。また、人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）を行うとともに、国家公務員の給与構
造改革を踏まえ、役職員の給与について必要な見直しを進める。
③人件費削減の取組の進捗状況

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）

(1.2)

福利厚生費
245,046 236,533 8,513

(△27.4) △ 13,594 (△11.1)

非常勤役職員等給与
304,120 265,274 38,846 (14.6) 58,193 (23.7)

退職手当支給額
108,676 149,726 △ 41,050

区　　分 比較増△減
中期目標期間開始時（平
成18年度）からの増△減

給与、報酬等支給総額
1,666,557 1,678,310 △ 11,753 (△0.7) △ 34,441 (△2.0)
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